











































































































































































































































よって，成田空港 空と大地の歴史館の収蔵資料等をもとに，1960 年代から 1990 年代までなされ
ており［加藤 2017：149-281］，前述の道場［2002a；2009］は三里塚闘争の特質と同時代の住民運動と


















































また，三里塚闘争は 1960 年代末から 1970 年代にかけて全国に叢生した住民運動の中でも大規模
であり，一地域の局地的な土地闘争というレベルを超えて，多くの人々の知るところとなった。例
えば，住民運動が退潮傾向にあると言われた 1970 年代後半の 1977 年には 2 万人を超える集会が現
地で開催され［成田空港問題シンポジウム記録集編集委員会編 1995］，開港予定期とされた翌 1978 年















時期順に，1967 年から 1969 年にかけての時期は，空港外郭測量への反対同盟の阻止行動に対し




て警官隊が動員され（1967 年 10 月 10 日），新左翼勢力が参入し，反対同盟，支援者と警官隊の間
で衝突が相次いだ時期にあたる。1970 年から 1973 年にかけての時期は，空港用地とされた区域へ
の土地収用が行われ（1971 年 2 月から 3 月に第一次収用，同 9 月に第二次収用），収用を阻止しよ













































































































流となった時代でも横突き井戸と動力ポンプの 2 方式を使用する家がみられた（辺田集落は 1990
年代末に空港騒音に伴って移転し，旧家屋は解体され，現在は横突き井戸跡が残る）。水田は多く
が基盤整備されており，北総東部用水（延長 42 キロメートル，灌漑面積：水田 2732 ヘクタール，
畑 5676 ヘクタール
（14）


































る（2009 年からは 3 ヶ月に 1 回となった）。もっとも開催回数が多いのは遊散講（高齢女性の寄り















































1947 年 10 月 24 日に「開拓事業実施要領」が農林省で決定された。
「緊急開拓事業実施要領」段階では内地 1.5 ヘクタール，うち東北 2.5 ヘクタール，北海道 5 ヘク
タールだった一戸あたりの経営面積が，「開拓事業実施要領」では内地 1 年 1 作地は 4 ヘクタール，








じ，穀類中心だった開拓農家の 7 割が経営不振となった。農業基本法の施行から 2 年後の 1963 年













続いて，千葉県および北総地域東部の戦後開拓の推移を概観する。千葉県では 1945 年 11 月の「緊
急開拓実施要領」閣議決定に伴い，県庁経済部農務課と耕地課が担当部署となり，1946 年に経済
部開拓課が新設された。1956 年 2 月末時点において，千葉県の総開拓面積は 9,937 ヘクタールに及
んだ。そして，1950 年代半ばの高度経済成長に伴い，過半数の開拓地が都市化された。入植戸数











































保闘争後に「国民所得倍増計画」を掲げて登場した池田隼人内閣は，1962 年 11 月 16 日に首都圏
への第二国際空港の建設方針を閣議決定する。以後，建設地をめぐって，政官財の争闘が繰り広げ
られる。1963 年から 1966 年前半期までの動向を以下に概説する。
候補地をめぐる争闘は，東京湾岸を舞台として開始され，湾岸案 対 内陸案の様相を呈した。まず，
1963 年 6 月に，綾部健太郎運輸大臣は浦安沖埋立て案を，河野一郎建設大臣は木更津沖埋立て案を，
それぞれ提示した。同年 7 月 4 日には，運輸大臣，建設大臣，国務大臣，千葉県知事による四者会
談が開催された。この会談で新空港は東京湾内千葉県側に建設するとの合意が形成された。しかし，
早くも同年 7 月 30 日には，運輸省が浦安と木更津沖案が航空管制上難しいとの説明を各省連絡会
議で行い，東京湾内千葉県側への建設構想が困難という判断がなされた。同年 8 月 20 日に，綾部
運輸大臣は航空審議会に対して「新東京国際空港の候補地及びその規模」について諮問する。航空
審議会は同年 12 月 11 日に，第一候補地として富里村（現富里市）付近が，第二候補地として茨城
県霞ヶ浦周辺が適当との答申を出した。富里案に対して，翌日の 12 月 12 日に綾部運輸大臣が不賛

































と希望』内での県内市町村長への意向調査によると，回答した 87 名の市町村長のうち，賛成 46 名，







しかし，1966 年 6 月には事態が急展開する。これまで公に検討が進められていなかった成田市































一作が選出された。芝山町では 6 月 30 日に「芝山町空港反対同盟」が結成された。「芝山町空港反
対同盟」の委員長には開墾集落にあたる横堀集落の瀬利誠（農業）が就任した。両同盟の結成から












































少年行動隊は 1967 年 8 月 5 日に結成され，本三里塚（成田市），中谷津，中郷，東，辺田，坂志岡，
岩山，朝倉，白桝，宝馬の各集落に部落少年行動隊が確認できる［三里塚芝山連合空港反対同盟少年
行動隊 1971：6,8］。三里塚高校生協議会は，1968 年 11 月 24 日に開催された「ボーリング実力阻止
全国集会」に反対同盟の高校生数名が栃木・群馬から来た高校生に交じって参加しスクラムを組ん

















田克彦氏によれば，1960 年代後半から 1970 年代半ばまで，辺田集落では月に 1 回以上の部落集会
が開かれ，実行役員 2 名，行動隊長 1 名，救援対策部員 2 名，事務局員，集落成員が交代で日雇い
仕事に出て闘争費用をねん出するための労力カンパ要員などを連合反対同盟に送り込んでいた。こ
のほかに，地域行政の末端として区長（町内会長にあたる），会計，農家組合，納税組合などの平









て 2005 年 4 月 5 日）。運動の展開過程，とりわけ住民運動体である反対同盟の動向は，地域社会の
統治構造との関連抜きに論じることはできない。また，反対同盟が結成されていた各集落では，町
議会において空港反対決議の白紙撤回が行われた後に，これに関与した副団長の指揮には従えない







から，まもなく，その白紙撤回へと進んだ。1966 年 7 月の空港設置閣議決定の直後には，周辺市
町議会において空港設置反対決議が相次いでなされた。しかし，その数ヶ月後には，空港設置反対
決議は次々と白紙撤回された。成田市議会は閣議決定日にあたる 1966 年 7 月 4 日に行った空港設
置反対決議を早くも同年 8 月 2 日に，遠山地区選出議員の欠席のもと，白紙撤回した。芝山町議会
は 1966 年 7 月 20 日に行った空港反対決議を 12 月 27 日に，町民の傍聴を認めず，白紙撤回した
（30）
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。千葉県は閣議決定から 2 日後の 7 月 6 日に















1967 年 1 月 10 日，新東京国際空港工事実施計画に関わる公聴会が実施され，反対同盟員 360 人が




















































開催した。同月 25 日には，老人行動隊が結成され「決死団結」のはちまきを締めた 130 人の高齢
者が「流血を避けるため，最前線に立って空港建設を阻止する」ことを決めた。8 月 10 日には条










の虚偽の情報を流し，それらなどを根拠に，12 月 15 日付「声明書」によって「共産党がこのよう
な態度を改めない限り，支援並に一切の介入は断固として排除するものであります」と反対同盟は
声明した［のら者同人 1971：383-385］。以後，支援者の主力は，新左翼勢力へと移行していく。
1968 年には，2 月から 3 月にかけて，機動隊と反対同盟・新左翼勢力の間で激しい衝突が起き，
多数の逮捕者が出た。2 月 26 日には反対同盟の主催で「三里塚空港実力粉砕現地総決起集会」が，
3 月 10 日には「三里塚空港粉砕・ベトナム侵略反対 3・10 成田青年集会」が開催され，機動隊との
衝突の中で多数の負傷者，逮捕者が続出し，2 月の衝突では戸村委員長も重傷を負い，反対同盟の
入院者33名，機動隊の入院者19名が出た。2月29日に反対同盟は各集落から2名のメンバーを出し，
計 90 名で「救援対策委員会」を設置し，逮捕者や負傷者の援護体制を敷いた。3 月 10 日には，デ
モ終了後の解散集会に機動隊がラッパの合図とともに突入し，198 名もの逮捕者が出た。1968 年を
境に 100 名を超える逮捕者や負傷者が続出する衝突が繰り返されていく。





港建設地選定を再調査せしめ賜らんことを」（1968 年 4 月 18 日）で始まる直訴文を持参した。同
1966 年  7 月  4 日   空港建設の閣議決定 ⇒ 自治体，国等への陳情・請願
1966 年 12 月 13 日　工事実施計画の作成・認可申請（空港公団）
1966 年 12 月 27 日　芝山町議会における空港反対決議の白紙撤回 ⇒ 反対同盟の抗議
1967 年  1 月 10 日　公聴会の開催 ⇒ 公聴会での反対意見陳述
1967 年  1 月 23 日　工事実施計画の認可 ⇒ 認可処分の取り消し訴訟（1967 年 4 月 22 日）
1969 年  9 月 13 日　特定公共事業認定申請（空港公団）
1969 年 12 月 16 日　特定公共事業認定・告示 ⇒ 事業認定取消訴訟（1970 年 2 月 18 日）
1970 年  2 ～ 10 月　立入測量・土地物件調書作成 ⇒ 測量・調書署名拒否（1970 年 1 月～）
1970 年  5 月 14 日～1973 年 5 月 11 日　調書代理署名（自治体首長）
1970 年  3 月  3 日　第一次収用裁決申請（空港公団）
1970 年  6 月 12 日～10 月 23 日　第一次審理（千葉県収用委員会）
1970 年 12 月 26 日　第一次審理（千葉県収用委員会）
1971 年  3 月 20 日～ 5 月 4 日　緊急裁決申請審理
1971 年  6 月 12 日　緊急収用裁決（千葉県収用委員会）











4 月 20 日以降には，土地売渡同意書を提出した約 300 戸の家屋への立ち入り調査が開始され，7
月 19 日までの間に反対同盟は連日の阻止行動を展開した。4 月 21 日は，土地収用の対象地とされ
る地帯の一坪共有の登記が完了し，土地の所有権を細かく分散して，買収を防ぐ体制が取られた。
6 月から 7 月にかけて，空港公団による条件派農家への財産査定を阻止する活動が展開された。8
月には成田空港の基本計画が予定よりも 4 ヶ月遅れで決定し，4000 メートル滑走路一本のみの計画
となり，1963 年当時の構想にあった滑走路 5 本の巨大空港から大幅な縮小となった。
老人行動隊の直訴は実を結ばず，1969年には7月に御料牧場の栃木県高根沢への移転が開始され，
御料牧場の伐採が開始された。9 月 13 日，空港公団は土地収用法に基づく事業認定申請を建設省
に提出し，強制収用に向けた本格手続きに入った。10 月にはボーリングやブルドーザーによる敷
地工事が開始され，11 月には駒井野で反対同盟がブルドーザーの前に座り込み，阻止行動を展開し，














部は，集落のすべてもしくは大部分が空港建設用地とされた集落である。1960 年から 1970 年の 10
年間における農家戸数の変化は，旧遠山村域の空港建設用地とされた集落における農家戸数の減少



























田村農協組合長を兼任した。実川はその後 1958 年に社会党から衆議院議員に初当選し，4 期当選















度を途中で変更した人物も複数いるなどの理由から議員氏名一覧表は非公開とした。    
     
註１： 反対同盟系議員とは反対同盟に所属するか推薦を受けた議員を指す。反対同盟と日本社会党の所属を兼ねる場
合には，反対同盟の所属を優先表記した。        
  
註２：反対派議員とは，反対同盟系議員，日本社会党系議員，日本共産党系議員の総称と定義した。   
       
註３： 2004 年に実施した聞き取り調査から，成田空港の建設が始まる以前の時期の議員構成については，1956-1960
年の議員数は 26 名であり，うち社会党系議員が 2 名，1966 年以降に反対同盟の老人行動隊員となる議員 1 名
（町議会議員は 1960 年で引退）との聞き取り結果を得た。1960-1964 年の議員数は 22 名であり，うち日本社会















リケードで囲い，強制立ち入り測量への備えを固めた。2 月 19 日～20 日，5 月 14 日，9 月 30 日






れている）。特に第 3 次強制測量における抗議行動は大規模に展開され，空港公団は当初 1 週間の
測量期間を 3 日で打ち切り，航空測量に切り替え，10 月 2 日に空港公団は測量終了を宣言した。
1970 年の 6 月 12 日，9 月 1 日，9 月 2 日，10 月 22 日に千葉県収用委員会が開催され，公共用




















人が参集し，大規模な攻防戦が展開された。収用対象地は 2 月 1 日をもって空港公団の所有地とさ
れ，2 月 1 日に友納千葉県知事による行政代執行が行われ，第一次代執行阻止闘争が 2 月 22 日か
ら 3 月 6 日にかけて行われた。機動隊とガードマンによる実力行使が砦に対して行われ，2000 名
から 3000 名の機動隊が動員されたという。反対同盟も大規模な動員をかけて阻止行動を展開した。
反対同盟は 2 月 22 日に「無抵抗の徹底抗戦」を全同盟に指示したが，3 月 5 日に初めて火炎瓶を






4 月 27 日には，第二次強制収用対象地への収用委審理が開始され，天浪団結小屋や取香集落の大
木（小泉）よね宅，天浪墓等が収用対象となった。9 月 16 日から 20 日にかけて，第二次強制代執
行が行われ，阻止闘争の中で，9 月 16 日に 3 名の機動隊員が成田市東峰十字路付近で何者かに襲
撃されて死亡する事件が発生した。国内の地域開発をめぐる紛争において，このような死者が出
る事態は異例である。また，第二次強制代執行では家屋が収用対象となり，9 月 20 日に居住者が
現住する状態で強制収用が行われた。この家屋に住んでいた大木（小泉）よねは強制収用によって
家屋と田畑を失った。代執行における激しい衝突は地域住民に動揺をもたらし，同年 10 月 1 日に，
芝山町辺田集落の青年行動隊員であった三宮文男が「空港をこの地にもってきたものをにくむ」と
の書き出しで始まる遺書を残して集落の神社で縊死した。同年 12 月 8 日には，青年行動隊員への
逮捕が始まり，翌 1972 年 10 月まで断続的に支援者と青年行動隊員が多数逮捕された。
（3）対立の激化と長期化（1971年10月～1990年代）
土地収用をめぐる衝突前後における犠牲者の続出
1971 年の 9 月の東峰十字路事件によって，その後，約 15 年にわたる東峰十字路事件裁判が始まっ
た。1971 年末からの青年行動隊員と支援者に対する大量逮捕の末に，青年行動隊員 30 人，支援者
27 人が起訴された。反対運動は長い裁判を抱えたものとなった。
強制収用以後，空港建設工事に対抗するために，反対同盟は 1972 年 3 月 12 日芝山町岩山集落に，




















空港の完成時期は何度も遅れた。当初，空港公団は「46・4」という目標を立て，1971 年 4 月の開
港を目標にしていた。この目標は崩れ，1972 年 1 月に今井空港公団総裁は「6 月中に開港の見通し
がついた」と記者会見したが，成田市から千葉港に伸びるパイプライン計画への都市部における反
対運動に直面し，航空燃料の供給手段に窮して，8 月 3 日に今井総裁は運輸大臣に年内開港の困難











1976 年から 1983 年までの時期は，再び反対同盟，支援者と機動隊の間で衝突が生じ，死傷者が
続出した。1976 年 10 月 3 日に反対同盟は「鉄塔決戦総決起集会」を開催し，翌 1977 年 4 月 17 日
の「鉄塔決戦全国総決起集会」には，主催者発表で反対運動史上最大の 2 万 3 千人の参加をみた。
しかし同年 5 月 6 日に空港公団の仮処分により岩山鉄塔が警官隊の奇襲によって倒された。同日，
反対同盟は抗議集会とデモを行い，常駐支援者であった東山薫氏が機動隊によるガス銃の水平射撃
によって頭部にガス弾を直撃され，5 月 10 日に死亡した。5 月 9 日には，新左翼党派によって芝山
町長宅前の警察官詰め所が襲撃され，火炎瓶によって警察官 1 名が死亡し，5 名が重軽傷を負った。





1977 年 11 月 28 日に空港公団は，1978 年 3 月 30 日を空港の供用開始期日と告示し，12 月 3 日
に運輸省は ICAO（国際民間空港機関）および関係 50 か国に開港に関わる航空情報（ノータム）




され，28 日に撤去された。3 月 2 日には，鹿島からの航空燃料暫定輸送が開始された。反対同盟は，
3 月 26 日から開港阻止闘争を展開し，初日に新左翼党派による管制塔占拠が決行された。3 月 28
日に，関係閣僚会議は開港日延期を決定し，4 月 4 日の閣僚会議にて，5 月 20 日開港を決定した。












































分裂から 3 年後の 1986 年 12 月 4 日には，1971 年から続いた東峰十字路事件裁判の判決が千葉





















出典： Ａ）空港内従業員数は「成田空港内従業員実態調査」（調査対象日：2005 年 11 月 1 日），Ｂ）15 歳以上就業者数は 2005 年国勢
調査（調査対象日：2005 年 10 月 1 日時点）による。        
       
 註 ：Ｂ）は 2005 年国勢調査より「常住地による就業者数」を使用した。このカテゴリには 15 歳以上の従業者が含まれる。
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図5　空港周辺自治体の人口推移（1955 年を 100 とした場合の指数）
    出典：国勢調査（各年度）
表7　空港周辺地域における人口推移
出典：国勢調査（各年度）      























目標のもと，反対同盟分裂以降も支援党派を主体とする実力闘争を継続し，1985 年 10 月 20 には
北原派の支援党派が空港突入を試み，機動隊との間に激しい武装闘争を展開した。1988年 9月には，








法理論闘争を開始した。熱田派は 1989 年 3 月 26 日に事業認定失効論を記した『時間のバクダン』
と題したパンフレットを発行し，この小冊子の中で熱田派は 1969 年 12 月の認可から 20 年が経過し
た事業認定はもはや効力をもたず，土地収用法では正当な補償ができないと主張した。その根拠は
成田空港問題シンポジウム記録集編集委員会編［1995：74-75］と福田［2001：381］によれば以下の
















その後，熱田派は 5 月 15 日に小冊子『20 年が過ぎた成田事業認定：私たちは政府と公開討論を
続けています』を発行し，6 月 4 日に地域再建のための構想を話し合い，前述の柳川氏が「これか
らは地球規模」と発言したことから「柳川構想」との名称で検討を進めていった。11 月には，熱
田派同盟員の働きかけによって千葉県，空港周辺自治体を主要構成員とする「地域振興連絡協議会」





1991 年 4 月 9 日，地連協は運輸省，空港公団，千葉県，反対同盟 3 派に公開シンポジウムを呼
びかけた。熱田派は，同日に，強制的手段を用いた空港建設を行わないなどの 5 項目条件を地連協
に申し入れ，10 日に運輸省と空港公団，千葉県は参加を決定した。北原派は「シンポジウムに協
力する脱落派を徹底糾弾する」と声明し，小川派は不参加を表明したが，熱田派は 5 月 28 日に村
岡運輸大臣から地連協に宛てた「いかなる状況のもとにおいても強制的手段を取らないことを確約
する」との文書回答をもって参加を決定した。
紆余曲折を経て，成田空港問題シンポジウムは 1991 年 11 月から 1993 年 5 月まで 15 回にわたっ
て開催された。この一連の話し合いの結果，1993年 6月13日に強制収用の裁決申請は運輸省によっ
て取り下げられ，強制収用の発動は凍結された。そして，成田空港問題シンポジウムに引き続き，


























































（ 1 ）―― 2018 年度より，JSPS 科学研究費（課題番号
18K00969）による三里塚闘争の資料学的研究プロジェ
クトが進行している［研究代表者：相川陽一］。













（ 3 ）―― 同年に道場は，戦後開拓史の観点から三里塚闘
争や百里基地への農民の反対運動にアプローチした論文
も発表している［道場 2002b］。

















（ 8 ）―― 成田市史編さん委員会編［1984］に収録された






（ 9 ）―― 米国の主要紙である The New York Times 紙
は，1978 年 3 月 26 日の管制塔占拠事件を報じる記事を
翌日に掲載した。“PROTESTERS IN JAPAN STORM 
NEW AIRPORT, RAVAGE CONTROL UNIT” The 
New York Times , MARCH 27, 1978.
（10）―― 図１は，『朝日新聞戦後記事見出しデータベー














































40 歳代：13％（120 名），50 歳代：29％（266 名），60 歳代：
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AIKAWA Yoichi
Agency Building and Regional Transformation 
during the Sanrizuka Struggle
The Sanrizuka Struggle has been unfolding for years, over the planning, construction, opera-
tion, and expansion of Narita Airport. Regardless of the academic discipline, no substantial re-
search was conducted on the Struggle when the movement emerged. Full-fledged academic investi-
gations began only in the 1980s, and a number of areas remain unexplored.
A review of past research yields that multiple references to the Sanrizuka Struggle can be con-
firmed in texts in the field of history studies in recent overviews that pertain to the post-war period 
of Japanese history. In these, the Struggle has been positioned as a representative example of resi-
dent movements that have challenged various social inconsistencies at the time of rapid economic 
growth, and as an instance of the confluence of resident and student movements. In recent years, 
research initiatives that discuss the historical changes in the movement have also been published. 
These focus on the associations between local residents and supporters of the resistance. However, 
research that relates the rise and fall of the movement with the transformations observed in the 
political and economic structure of the region within which the movement developed is insufficient. 
There is thus a need for scholarly investigation that clarifies the adjacency relation between an 
understanding of the structure of the local community and the historical transition of the protest 
movement.
In this paper, therefore, the authors traced the evolution of the Sanrizuka Struggle after collat-
ing and evaluating existing studies and available research data. The assessment was effected from 
two perspectives: the changes that became visible in the structure of the local community because 
of the expansion of the airport opposition movement; and the transformations that occurred in the 
structure of the local community as the development of the airport progressed. In the late 1960s, 
when the protest movement transformed into a competent activist faction, there were repeated 
clashes over the construction of the airport. During the same period, the opposition won a large 
number of assembly seats in the regions where the movement was expanding, and varied means of 
protest were attempted, including the participation of residents who had gained some experience 
in the political action of protest during the peasant movement that happened before the drive to op-
pose the airport began. However, since the late 1970s, along with advancements in the development 
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of the airport complex, a progressive transformation of the airport castle town has taken place ow-
ing to subsidies and increased tax revenues. Protests conducted through the intervention of institu-
tional resources such as the fielding of candidates in local parliamentary elections also tend to face 
difficulties in the present socio-economic context. After summarizing the historical changes in the 
movement on the grounding of the transformation of the political and economic structure of the lo-
cal community, future research must still contend with the issue of elucidating the process of elicit-
ing the participation of citizens in the movement: Why would such a large number of supporters join 
such a drive? What mobilization structure made the large-scale public protest possible despite the 
absence of any direct sharing of stakes related to the airport construction? 
Key words: social movements, Narita Airport, the Sanrizuka Struggle, regional transformation
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